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事例研究 
海外の一般道路有料化事例にみるわが国への示唆 
難波悠 
東洋大学 PPP研究センターシニアスタッフ  
 
１ はじめに 
２ 日本における道路財源と道路投資の推移 
３ 一般道に対する課金等の仕組み 
４ 各地の事例 
５ まとめと日本への示唆 
 
１ はじめに 
本稿では、近年世界的に取り組みが広がりを見せている一般道路の有料化、課金の制
度を概観する。一般道路への課金は、もともと都市部の混雑税の性質が強かったが、近
年では、環境負荷の軽減、維持管理費用の補填、道路整備財源の抜本見直し議論へと繋
がりつつある。これらの動きは、ここ数年活発化してきているものであり、まだ十分な
分析、比較、類型化等が行われていない。本稿では、ロンドン、EU、アメリカ・オレ
ゴン州とテキサス州コーパスクリスティ市の事例を取り上げながら、類型化した上でメ
リットや課題等についての比較を行う。わが国でも、維持管理費用の増大、道路特定財
源の一般財源化を受けた暫定税率の引き下げなどが示されており、新たな道路整備財源
制度の構築が必要となる。 
 
２ 日本における道路財源と道路投資の推移 
日本国内には、旧道路公団の民営化会社が管理する高速自動車国道を除いた一般道路
の実延長は約 120万 7000キロとなっている（2012年 4月 1日現在）。古川［2009］に
よると日本国内では、高速道路も含めて道路は無料であることが原則とされているが、
財政的な理由もあり国内の高速道路はほぼ全てが有料となっている。 
道路投資額は 1990年代にピークを迎え、2011年度は約 5.7兆円（災害復旧費を除く）
で、このうち維持的経費は 1.7 兆円となっている。国土交通省の試算[2013]によれば、
公的インフラの維持管理、更新費用は 2013年度からの 10年間で 1.4倍になるとされて
おり、同じ割合で道路・橋梁の維持的経費が増加すると仮定すると、2023年には約 2.4
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兆円となる。ただし、建設後
50年を経過する道路橋の割合
は 2011 年度末には約 16％だ
ったものが、2021年度末には
約 40％、2031 年度末には約
65％に増加することから、維
持的経費はさらに膨大になる
とも予想される。 
道路整備には、受益者負担
の原則に基づき「道路特定財
源」と総称される自動車関係
の諸税が充てられてきた。こ
れは、欧米諸国に比べて立ち
後れた道路整備を迅速に進め
ることが目的で、自動車の取
得、保有、利用に対して課税
するものである。揮発油税、
地方道路税、石油ガス税、自
動車重量税、軽油引取税、自
動車取得税は道路特定財源と
された。自動車重量税は道路
特定財源とは位置づけられて
いなかったものの、大半が道
路整備に充てられてきた。自動車税と軽自動車税は一般財源として扱われている。1973
～77 年を計画期間とした道路整備五カ年計画の財源不足に対応するために、暫定的な
措置として法律の本則に定められている税率よりも高い税率（暫定税率）となっている。 
道路特定財源に対しては、無駄遣いや使途拡大などに対する批判もあり、2009 年度
に廃止され、これらの税は一般財源化された。ただし、厳しい財政状況や地球温暖化対
策などの理由から一般財源化にあたっても暫定税率は維持されている。しかし、これに
対しては、一般財源化によって暫定税率は課税根拠を失っているとの批判がある。消費
税の増税を受けて自動車の消費落ち込みが懸念されることから、2013 年度の税制改正
大綱で、消費税 10％時には自動車の環境性能を重視した課税の制度を設計するとし、
図表１ 道路投資の推移 
（出所：国土交通省[2013]を元に作成） 
図表２ 自動車関係税の税収の推移 
（出所：総務省[2010]） 
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自動車取得税については 2014 年度の税制改正大綱で消費税増税を受けた引き下げが定
められた。 
３ 一般道に対する課金等の仕組み 
一般道は、非排除性をもち、一定の混雑までは非競合性をもつ公共財であるとされて
いる。一般的には、政府が税金を使って建設し、無料で提供されるのが通常である。し
かし近年では、様々な理由から、一般道の通行車両等に課金する動きが出てきている。
本章では、一般道への課金を目的、性質別に「混雑税・環境税」「対距離料金」「ユーテ
ィリティ料金」に分類し、概観する。 
 
A.混雑税・環境税 
都市部等で混雑が著しくなると競合性が発生する。また、混雑や騒音、排ガスによる
環境破壊、重量貨物車両の通過による施設の著しい損耗といった負の外部性が発生する
ことから、その原因者に対して負担を求め、需要の抑制や混雑解消、対策費用の確保を
行う。 
混雑税等の検討は、1960 年頃から世界各地で進められており、実際にシンガポール
の「Area License System」やロンドン市の「Congestion Charge」等で採用されてい
る。また、高速道路ではミネソタ州のように混雑状況に応じてリアルタイムで料金を加
減させる手法を採用している事例もある。 
ニュージーランドでは、通常の乗用車はガソリン税、道路舗装面の損耗や環境負荷の
大きい大型車やディーゼル車は、Road user chargeを支払うことが義務づけられている。 
ヨーロッパ（EU 諸国）では、経済圏の統合が進むにつれて大型車両の通過交通が増
大し、道路の損耗や排ガスなどの環境への影響が増大する一方で、高速道路の通行料が
無料の国では道路の維持管理・整備費用が徴収できず、域内で不公平な状況が発生した。
このため、通貨交通が多く高速道路を無料としているドイツなどが、大型車に対する課
金を 1990 年代半ばにスタートさせた（西川、昆［2011］）。その後、EU 全体で課金の
基本ルール作りが進んでおり、走行距離等に応じて徴収される通行料金（toll）と利用
者課金（user charge）の定義を定めている。また、当初はインフラの整備費用の回収
を目的とする課金（Infrastructure charge）を認めていたのに対し、2011 年以降は騒
音や大気汚染などの外部費用の課金（External cost charge）も行うことができるよう
制度を改正している。EU は主に国境をまたぐ高速道路の事例だが、外部費用に対する
共通のルール作りなど興味深い点が多い。 
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B.対距離料金 
対距離料金は、日本の有料道路の多くで採用されている方法である。ただ、入り口と
出口をゲートによって管理している高速道路と違い、一般道路の走行距離に対して料金
を徴収するためには、新たな仕組みを検討する方法がある。 
アメリカでは当時の道路 5 カ年計画（SAFETEA-LU）を受けて 2009 年に超党派で
設置した National Surface Transportation Infrastructure Financing Commission
（NSTIFC、米国陸上交通インフラ資金調達委員会）が、現行のガソリン税主体の負担
形態から対距離料金（Mileage-based user fees）に 2020年までに転換すべきだとする
報告書をまとめた。この報告書によると、低燃費車や電気自動車の増加やガソリンの値
上がり等によってガソリンの消費は減少傾向にあることから道路整備のための財源の
安定性が懸念されており、インフラ整備の需要と政府投資との差が拡大することが予想
され、2035年には年 2000億ドルの投資の必要性に対して３分の１程度しかまかなうこ
とができなくなるとしている。 
オレゴン州をはじめとした複数の州で GPS を利用した走行データの収集、課金のパ
イロットプログラムが始まっている。対距離料金の手法等を検討している非営利団体の
Mileage based user fee alliance(MBUFA)によると、29州で検討が進んでいるという1。
また、オレゴン州をはじめとする西部と山間地の 9州では、相互に利用可能なシステム
の構築などを検討するための協議会が立ち上がっている。 
 
C.ユーティリティ料金 
上記の方法が、自動車の走行に対して直接的に課金を試みているのに対して、特殊な
課金方法を採用しているのが、テキサス州内の複数の自治体である。徴収の方式は、住
民や事業者から、所有する固定資産の条件に合わせて水道代等の請求と同時に一定額を
徴収するものだ。オースティン市を皮切りにいくつかの自治体で導入が進んでいる。 
 
３ 事例 
A.イギリス・ロンドン市 
イギリス国内では、1960 年代から混雑税の徴収が検討され始めたが、永らく実行に
移されることはなかった。ロンドンでは、ケン・リビングストン市長が悪化する市内の
渋滞を解消するために混雑税の導入を掲げて立候補し、当選後の 2003 年に市内中心部
                                                   
1 2014年 3月 12日の Mileage User Fee Alliance Conference での MBUFAの Executive Director 
Barbara Rohde氏のプレゼンによる。 
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の交通渋滞の改善と公共交通機関の利用拡大を目的に導入された。対象となるのは、緊
急車両やタクシーをのぞく乗用車で、平日の午前７時から午後 6時までに特定のエリア
を走行する場合に料金を支払う。 
支払いの方法は、事前登録による自動引き落とし方式（9ポンド）、登録をしない事前
支払い（10ポンド）、事後支払い（12ポンド）の方法がある。支払いを完了した車のナ
ンバーが市のシステムに登録され、対象ゾーン内に設置されたカメラによって認識され
る。登録されていない車両は、事後支払いをする。事後支払いを期限までに行わないと
罰金の対象となる。この料金は当初 5 ポンドだったが、2005 年に 8 ポンドに引き上げ
られ、2010年には対象区域の見直しとともに 10ポンドに引き上げられた。また、9人
乗り以上の車や超低燃費車、域内の居住者などは減免措置が受けられる。 
ロンドン市交通局[2004]によるとコンジェスチョンチャージの導入によって、当初は
ゾーン内で平均 30％の車両の減少や目的地までの到達時間の短縮が確認され、ドライ
バーの 5 割以上が公共交通機関に以降した。導入後 10 年間で対象区域内の交通量が約
1 割減少し、大気汚染物質の排出も大幅に削減された。また、目的地までの移動時間は
平均で 14％短縮された。過去 10年間でコンジェスチョンチャージによって得られた収
入約 12 億ポンドが道路、公共交通機関の改善に投資された。ただし、近年は水道管や
ガス管など地下埋設物の修復工事や、歩行者や自転車優先施策の展開などによって、渋
滞はチャージ導入以前と同等の水準まで悪化しつつあるという。近年のインフレ傾向や
交通量の増加に伴い、2014年 7月に再度チャージを引き上げる検討が進んでいる。 
 
B.ニュージーランド 
ニュージーランドの Road User Charge（RUC）は、環境税と対距離料金制度を組み
合わせたような方式となっている。通常の乗用車はガソリン税を給油時に支払うが、デ
ィーゼル車や大型車は RUC を納付し、納付証を掲示する。RUC は National Land 
Transport Fundに納められる。電気自動車やプラグインハイブリッド車は RUCの対象
外となる。 
RUCは、車体重量、車両のタイプと走行距離に応じて課金される。2013年 7月発行
の Road User Charges Handbook によると料金は小型ディーゼル車や 2軸車の場合、
3.5トン未満の車両が走行距離 1,000キロメートルにつき 53ドル、3.5トン以上 6トン
以下の車体が同 60 ドル、6 トンから 9 トン以下の車両が同 119 ドル、９トン以上の車
両が同 255ドルとなっている。また上記以外に、支払証明書発行手数料がかかる。手数
料は、支払いの方式に応じて 4.80ドルから 7.80ドル（継続の場合 2.10ドル）と異なる。
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エンジンのついていない牽引用の荷台等にも走行距離と積載容量に応じて課金される。 
走行距離は、国が指定しているメーカーが製造した走行距離計によって記録される。 
  
C.アメリカ・オレゴン州 
オレゴン州は 1919 年にアメリカで初めてガソリン税を導入した州で、連邦課税分と
州課税分を合わせると、同州の道路財源の６割がガソリン税でまかなわれている。この
ため、低燃費車やハイブリッド、電気自動車の増加に対する危機感が強く、2001 年に
州議会に Road User Fee Task Force を設立し、2006年以降複数回のパイロットプログ
ラムを実施している。 
同州のガソリン税の税率は、1 ガロン当たり 30 セントだが、このパイロットプログ
ラムの参加者はガソリン税の代わりに、走行記録に基づいて 1マイルあたり 1.5セント
の対距離料金を支払う。走行距離は車載した GPS 機器に記録され、給油時にガソリン
スタンドの POSシステムを利用して支払う（図表３）。車載機を利用すれば、混雑時間
や渋滞しやすい地域などの通行に対して費用を徴収することも可能になる。 
同州は、既存の自動車を新たな方式に切り替えるのは消費者の負担にもつながること、
ガソリン税の減少は新しい低燃費車やハイブリッド、電気自動車の増加による事から、
図表３ オレゴン州の車載器とガソリンスタンドのデータ通信の仕組み 
（出所：Oregon Department of Transportation[2013]） 
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古い車両への課金方式はこれまでのガソリン税を継続して併用していく考えで、約 20
年かけて現状のガソリン税の支払い方式から大半の車両が Vehicle Miles Traveled 
（VMT）Fee方式に切り替わると想定している。 
 
2006年 4月から 12ヶ月間のパイロットプログラムを実施し、285台の車両と 2件の
ガソリンスタンドが参加した。さらに、2012 年には、スマートフォンなど各種情報機
器の技術革新が進んだことや、プライバシーへの関心から位置情報を収集しない方式も
選択肢として提供することとし、民間企業の参加を前提に複数の課金プランを構築して
実証実験を行った。新たな課金方法としては①車載器を利用しない前払い方式（１マイ
ルあたり 1.56 セントで年間 35,000 マイルに相当する額を毎月または毎年前払いする）
②走行距離のみを記録するベーシックプラン③走行距離と位置情報を記録し、州外の走
行や私有地内の走行距離を課金対象外とするアドバンスプラン④車載器の代わりにス
マートフォンを利用するアドバンスプラン―の課金方法を採用することとした。①は州
のみが提供し、②は州と民間の認定事業者がそれぞれ提供、③④は民間事業者が提供す
るとした。 
 州の技術情報提供依頼に対して 28社が回答し、19社で構成する９グループがプログ
ラムに関心を示した。このうち７グループが州からサービス提供事業者として認定を受
けた。2012 年のパイロットプログラムには２グループが技術提供を行い、②③④のシ
ステムを提供した。2012 年のプログラムにはオレゴン、ワシントン、ネバダの３州か
ら 95台の車両が参加し、47台がアドバンスプラン、31台が民間のベーシックプラン、
7台が州のベーシックプラン、4台がスマートフォンプラン、1台が前払い方式（3ヶ月
分）を選択した。州の報告書によれば、パイロットプログラムの初月にオレゴン州内の
31 台の延べ走行距離は 3.1 万マイルで、課金は合計 479 ドルとなった。仮に、燃費の
悪い車（19．2マイル／ガロン）が 479ドル分のガソリン税を支払う時に、低燃費車（例
40 マイル／ガロン、55 マイル／ガロン）では 160〜230 ドル程度のガソリン税しか徴
収できない。しかし、対距離制とすることで、低燃費車や電気自動車からも同額の徴収
が可能になる。 
これらのパイロットプログラムの成果を受けて、2013 年に大規模な実証実験実施の
ための法律州議会で可決された。当初は、法案に 1 ガロン当たり 50 マイル以上の低燃
費車に対して新制度への切り替えを義務付ける計画だったが、自動車産業等の反対が強
く義務化は見送られた。2015年 7月から、5000台のパイロットプログラムを実施する
計画だ。同州のタスクフォースの発足時の中心メンバーでもあるブルース・スター上院
東洋大学 PPP研究センター紀要 No.4 2014 
106 
議員2によると、翌年度には実証試験の対象を１万台規模まで拡大していく考えだとい
う。 
 
C.アメリカ・テキサス州コーパスクリスティ市 
アメリカの土木学会が実施しているインフラの評価によると、テキサス州内の道路の
38％は不良（poor）から普通（mediocre）の状態とされている。テキサス州は、ガソリ
ン税の州課税分を 20年以上同率（１ガロン当たり 20セント）で維持しており、しかも
そのうちの半分近くが、公立初等教育など道路整備以外の用途に使われていた。 
アメリカ土木学会テキサス支部の 2012 Texas Infrastructure Report Cardによると、
テキサス州内の日常的な舗装維持には 2006‐2008 年度で平均 3 億 2500 万ドルが毎年
支出された。2008年度から 2030年度までの間に必要とされる道路の新設、維持更新費
には 3150億ドルが必要と試算されている。 
コーパスクリスティ市のアシスタントシティ・マネジャー（当時）のオスカー・マル
チネス氏3によれば、道路の維持管
理費が不足していても、州は州法に
よりガソリン税を引き上げること
を認めなかった。このため、市の道
路予算は常に不足しており、主要プ
ロジェクトについては一般財源債
を発行することで賄うことができ
たが、日常的な維持管理費用は賄う
ことができなかった。また、制度上
ガソリン税に同市の維持管理のみ
に使用するための税率を上乗せす
ることはできず、道路の維持管理は
不十分となっていた。 
図表４は、同市が公表したデータ
をもとに舗装の状態を採点して色
分けし、地図上にマッピングした地
元紙の報道である。採点が 55以下
                                                   
2 2014年 3月 12日の Mileage User Fee Alliance Conference での講演による。 
3 2012年 9月 21日に実施したインタビューによる。 
■ 0-19 
■ 20-39 
■ 40-59 
■ 60-79 
■ 80-100 
図表４ 市内の道路の状況 
（出所：Corpus Christi Caller[2012]） 
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の道路は補修が必要とされており、赤、オレンジと緑の大半で示される補修が必要な道
路が約半分を占める。この状況を重く見た市は、道路の維持管理財源のあり方を検討す
るため 2012年 1月に Street Maintenance Finance Ad Hoc Advisory Committeeを設
置。この委員会の試算によると、毎年最低でも 1500 万ドルが道路の維持管理に必要だ
とされた。 
この財政不足に対応する為に、2014 年 1 月から徴収を開始したのが Street 
Maintenance Fees（または Street User Fee）である。これは、市内の居住者や事業者
から、住宅の形態(戸建て、集合住宅)や業種と敷地面積等に応じて毎月決まった額を上
下水道料金と共に徴収する仕組みで、テキサス州内では同市が 3市目となった。マルチ
ネス氏によると、当初は自動車を運転しない市民や非営利団体からの徴収額を減免する
案もあった。しかし、その後の議論で自動車の所有の有無や非営利団体と営利団体に関
わらず徴収することとなった。徴収額は、同市のウェブサイトの専用ページに居住者は
住宅形態、事業者は、業種、事業所面積、水道利用量などを入力するか、納税者番号を
入力することで知ることができる。同市の説明資料によると、業種を選択することで、
業種毎の平均的な車両交通量を(国の統計に基づいて)設定して計算している。Street 
Maintenance Feeは道路の維持管理の為だけの特定財源として使われる。同市はこれに
より、新たに年約 1140万ドルの財源を確保できることになる。 
同州で初めて同様の課金を始めたオースティン市の場合は、高齢者や自動車を所有し
ていない市民は減免が受けられたが、コーパスクリスティ市では、道路が良好な状態に
保たれることによって道路の長寿命化やライフサイクルコストの最小化による財政負
担の軽減、道路上の安全やモビリティ向上などの様々な利益があるとして、自動車所有
の有無等は考慮しないこととした。 
 
D.まとめ 
各地に於いて、それぞれの導入の背景、事情が異なるため、対象とする範囲、徴収の
方法も異なる（図表５）。 
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図表５ 各地の制度比較 
（各種資料を基に筆者作成） 
 
導入の背景には、大別すると自動車の通行によって起こる外部性を抑制する（または
その応分の負担をする）ための混雑税、環境税としての課金と、維持管理財源の確保の
為の課金の二つがある。日本においては、一部の都市では混雑や環境保全のための課金
等が検討されるだろうが4、過去の一般財源化の経緯もあり、全国的な展開には困難が
予想される。維持管理・更新の財源確保を目的とする場合、課金対象、範囲、方法の精
査が必要になる。また、オレゴン州の報告書にも示されているように、採用する技術に
よっては、対距離課金と地域や時間帯、渋滞状況を反映した課金を併用することも可能
になる5。それぞれの方式についてメリット、課題を挙げると以下のようになる。 
 
 
                                                   
4 京都市が、市内への自動車流入抑制のため、混雑する道路への課金制度の研究を行っている。2013
年度の時点では、社会実験に向けた検討、課題整理を実施中である。 
5 スター上院議員によると、複数の課金制度を併用することでガソリン税を支払う車輌との不公平感
が生じたり、市民からの理解が得られにくくなったりすることを避けるため、当面は需要抑制のため
の混雑課税等は行わない考えであるという。 
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(1)混雑税・環境税 
混雑や環境負荷に対する課金は、対象が明確で受益と負担の関係が比較的単純である
のが最大の利点であろう。ロンドン市の Congestion chargeは、導入後に半数近い自動
車利用者が公共交通機関に移行し渋滞も大幅に減少したとされており、直接的な効果が
得られている。ニュージーランドの事例では、車体重量や車軸数、積載容量等に応じて
課金が行われている。これも、重量が重い、車軸が多い車両ほど舗装面への影響が大き
く、また、ディーゼル車は環境への影響が大きいことから、応分を負担するという考え
がある。 
一方、課題としては、ロンドン市の場合、時間帯による流入抑制やリアルタイムでの
混雑解消は行えない点である。上述のミネソタ州の高速道路の事例では、実際の混雑状
況に応じて料金を加減することで、エクスプレスレーンの需要調整を行うことを可能と
している。同様に、ニュージーランドの場合は、需要抑制の性質は持たないため、環境
負荷が高い車両の総量を抑制するといった施策には適さない。また、同国の車両のタイ
プ分けは非常に細分化しており、わかりづらい点が難点である。 
 
(2)対距離料金 
オレゴン州の Road User Chargeの仕組みは、道路の利用と負担が直接的に対応した
仕組みとなっている。ガソリン税を道路整備の主財源としている同州にとって、エコカ
ーの増加等によるガソリン税の減少は喫緊の課題であり、走行距離に応じて課金を行う
ことで、エコカーからも等しく費用を徴収できる。 
一方で、本格的な実施には多くの課題が指摘されている。主な課題には、走行距離を
GPSで記録することによるプライバシー侵害への懸念、都市部の居住者よりも地方部の
居住者が必然的に運転距離が長くなる傾向にあることから不公平であるという指摘、エ
コカー普及へのインセンティブの減少、州をまたいで移動する車に対するシステムの互
換性―などである。プライバシーに関しては、複数の情報収集、課金パターンの選択肢
を消費者に与えることで対応しているが、このためにシステムの運営コストがかさむ可
能性もある。対距離料金は必ずしも安定的に需要を予測できず、財源として十分に安定
的だとはいえないとの指摘もある。また、オレゴン州は 2013 年の法案で当初は低燃費
車への新制度義務づけを模索したが、自動車業界からの反発で義務化を見送り、新方式
への参加はあくまでもボランティアであるとしている。すでに広く受容されているガソ
リン税を代替するためには、市民、産業界からの理解が不可欠である。 
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(3)ユーティリティ料金 
この方式は市内の固定資産、居住形態や業種に応じて一定額を徴収するため、財源の
見通しを安定してたてることができる点が大きなメリットである。このため、ガソリン
税の代替として対距離料金ではなく「アクセス料」を徴収すべきだといった主張もある
6。いったん課金額の評価を行って地理情報を管理すればよく、徴収額をその都度計算
する必要がない。また、請求、収納も水道料金等と併せて行うため、新たにシステムを
構築する必要もなく、運用経費も少額ですむ。市民にとっても、新たに機器を購入した
り、会員登録をしたりといった費用や手間がかからず簡便である。 
一方、コーパスクリスティ市の事例では、自動車の所有にかかわらずすべての市民、
事業者が費用を負担することとなっており、道路からの受益と負担の関係が不明確であ
る。とはいえ、より実態に近づけようとすれば課金の計算方法等が複雑化し、運用コス
トがかさむ結果になりかねない。 
 
5.日本への示唆 
本稿で紹介した各事例では、新たに得られた収入は原則的に道路の維持管理・建設と
公共交通の充実に充てられている。日本においては、道路特定財源の一般財源化が実施
されたことにより、こういった新しい道路財源の確保策が受け入れられるかには疑問が
残る。一般財源化によって長年付加されてきた暫定税率が正当性を失っているとの指摘
もある。加えて消費税の引き上げによる消費落ち込みの懸念もあり、自動車取得税等の
税率引き下げが予定される。一方で、インフラ老朽化の進展を鑑みれば、安定的に財源
を確保することが必要となる。特に、社会保障費の増大等で財政が逼迫していく中では、
用途を特定した財源確保のあり方の検討が求められる。本章では、各事例から得られた
示唆を基に、今後日本で一般道路への課金等を行う場合に必要な事項をまとめる。 
 
A.税収、需要予測の明示 
日本国内では、インフラの維持更新費用の将来予測について現在でも技術的な検討等
がなされており、米国 NSTIFC が公表したような長期的な税収見込みと需要予測との
比較やわかりやすい情報公開はなされていない。これらの試算と公表は、確保すべき財
源規模の推計や新しい財源確保策の設計に必要となるだけでなく、市民理解を得るため
にも重要となる。 
                                                   
6 2014年 3月 12日の MBUFAカンファレンスでのトヨタモーターエンジニアリング&マニュファク
チャリング ノースアメリカ（株）の William Chernicoff氏の講演による。 
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B.課金目的、対象の検討 
仮に新たな財源確保策として一般道路への課金を行う場合、政策課題を明確にした上
でそれに沿った課金の携帯を検討し、課金対象を定める必要がある。道路の日常的な維
持管理財源を確保するためであれば、コーパスクリスティ市のように市内の居住者、事
業者から徴収する方法も考えられる。道路の損耗や環境負荷への対策であれば、既存の
自動車重量税と対距離料金を組み合わせるなどの方法もある。 
 
C.利用技術の検討、技術革新への対応 
元々、一般道では料金を徴収しようとすると膨大な費用がかかることから、排除性が
ないとされてきた。しかし、技術革新によって、GPS等を利用すれば道路にゲートや料
金所を設置しなくても料金の収受が可能になってきている。スマートフォン等の急速な
普及に伴い、より簡便に位置情報や移動距離を捕捉することも可能になっている。一方
で、すでに国内では高速道路の自動料金収受システム（ETC）やカーナビゲーションシ
ステムが広く利用されており7、これらの既存技術の活用、互換性も検討する必要があ
る。 
 
D.公平性、プライバシーへの配慮等 
GPS や道路交通情報通信システム（VICS）等の活用により、インフラへの負荷が高
い路線の利用に対する追加課金や渋滞が発生しやすい地域の需要コントロールを組み
合わせることも可能になる。こういった手法によって、地方部の住民の方が負担が大き
くなり不公平であるといった指摘にも対応することが可能になる。市民の理解を得るた
めには、政策目的の明確化と、不公平感のない課金対象の設定が不可欠である。 
GPSを利用した走行距離の測定に関しては、上述の通りプライバシーへの配慮が大き
な論点となっている。オレゴン州では、収集する情報に応じて課金の精度を変えること
で、消費者に複数の選択肢を与えているのに加え、高度なシステムの提供には当初より
民間事業者の参加を積極的に推進している。国内においても、市民や産業界との意見交
換、協働によって広く受容される制度の設計が可能になるだろう。 
このほかにも、仮に都道府県や市町村が需要や負荷に応じて課金をする際の全国的な
ガイドライン作りなども求められることになる。 
 
                                                   
7 ETC総合情報ポータルサイトによると、高速道路利用者のうち、ETCの利用率は約９割に達してい
る。国土交通省[2014]によれば、カーナビの累計出荷台数は 2013年 12月末現在で 6000万台（うち
VICSユニットは約 4000万台）に迫る勢いで、ここ 5年間は毎年 500万台程度出荷されている。 
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